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（ 要 旨 ） 

１８歳までの子どもに係る国民健康保険料均等割の半額を新宿区として助成し、子育

て世帯の負担を軽減してくだい。 
 

（ 理 由 ） 
 国・厚生労働省は少子化対策の一環として子育て世帯の負担軽減を図るとし、 
２０２２年度から末就学児の国民健康保険料均等割を半額にすることをようやく決め

ました。一歩前進し大変喜んでいます。しかし、子育てに係る費用は年齢が上がるほど

かかり、１８歳までの子どもすべての国民健康保険料均等割の減額が必要です。 
国民健康保険では、加入している世帯全員に年齢に関係なく均等割が課せられます。

新宿区の場合、子どもの均等割は１人当たり年間５２, ０００円と高く、７割減額され

ても１５, ６００円と子どもの貧困対策にも子育て支援にも逆行しています。 
ほとんどの社会保険にはない扶養家族分の保険料である均等割のうち、せめて子ども

の国民健康保険料均等割を半額にするのは行政の役割ではないでしょうか。 
新宿区の２０２０年度末の全基金残高は約６０７億円で、前年度末と比べ３０.５億円

増えました。新宿区国保加入世帯の０～１８歳までの対象人数は７月末で約５，１５０

人ですから、対象者全員が５２，０００円でも新宿区が１.３億円余助成すれば１８歳ま

での子ども全員の国民健康保険料均等割を半額にできます。未就学児の国民健康保険料

均等割の減額分は公費で補填されると聞いていますから、残りの半額分を新宿区で助成

することで未就学児の国民健康保険料均等割はゼロ円になります。国民健康保険には法

定で均等割を２～７割減免する制度がありますから、区の助成額はもっと少ない額で実

現できます。 
負担が重過ぎる国民健康保険料の引き下げは急務ですが、そのなかでも子育て世帯の

負担軽減は待ったなしです。未就学児だけでなく、１８歳までの子どもに係る国民健康

保険料均等割の半額を新宿区として助成し、子育て世帯を支援するようお願いします。 
 

 


